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概要
本稿は、日米オレンジ交渉と日墨 FTA 交渉における日本国内の調整過程を事例間比
較することにより、通商政策の自由化に対し影響力を有する要因を明らかにするもの
である。本稿は先行研究を基に、制度化されたリンケージが自由化に貢献するとした
リンケージ仮説と官邸主導による国内調整が自由化に貢献するとした官邸主導仮説を
設定し、双方を検証した。その結果、リンケージ仮説が支持され、官邸主導という変
数よりも制度化されたリンケージという変数の方が、より自由化に貢献することが明
らかとなった。また本稿は、各省庁の政策決定についての傾向に着目することで、検
証されたリンケージと通商政策の自由化の間を結ぶ因果関係のメカニズムに対し、説
明を試みた。以上の作業により得た知見を整理することで、通商政策過程の帰結には、
垂直的な関係に基づく総合調整ではなく、水平的な関係に基づく省庁間調整がより重
要な意味を持つという含意を得た。
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2１ はじめに
通商政策は、日本国内での政策過程1においてどのように決定されるのか。本稿は、
農業品目の自由化が焦点となった二つの二国間交渉に着目し、それらをめぐる日本国
内の政策過程を事例間比較することで、次の二点を明らかにすることを試みる。
第一に、いかなる要素が二国間交渉をめぐる日本国内での政策過程に影響を与える
のかという点である。言い換えれば、政策過程の帰結として導かれた政策の内容を従
属変数とし、それを大きく規定する独立変数は何かというものである。本稿は、Davis
（2004）2の主張する「リンケージ仮説」を再検証すると同時に、リンケージ仮説の代
替的説明として官邸主導による政策過程への影響を検討することにより、この問いに
対する解を与えたい。
第二に、第一の作業により明らかにした独立変数と政策過程の帰結という従属変数
の間に、いかなる因果関係のメカニズムが存在するのかという点である。上記 Davis
はこの問いに対し具体的な論証を行っていないため、仮にリンケージ仮説が再度支持
されたとしても、同メカニズムは不明のままである。本稿は、第一の作業により明ら
かとなった独立変数が政策過程のアクターの行動にいかなる影響を与えたかを詳細に
記述することで、本稿の独立変数と従属変数を結ぶメカニズムに説明を加えたい。
本稿の論述は以下のように進められる。次節では、まず政策過程の事例分析を行う
にあたり、Allison（1971）の示した三つのモデルの内、組織過程モデルを採用するこ
とを説明する。次いで、先行研究から対外経済交渉における構造の制度と国内におけ
る官邸の調整という二つの要因が、対外経済交渉をめぐる国内での政策過程に影響を
与える可能性を述べる。ここでいう交渉構造の制度とは、交渉において多様な部門を
結びつけるイシュー・リンケージを指す。また、一方の官邸よる調整とは、通商政策
過程において官邸が主導的に関係アクターの利害を調整することを指すものとする。
第三節では、上記二つの要因を独立変数として設定し、双方いずれがより政策過程
の帰結に大きな影響を与えるかを検証するため二つの事例を比較分析する。本稿は、
前者を独立変数とする仮説をリンケージ仮説、後者を独立変数とする仮説を官邸主導
仮説とする。分析する事例の一つは、主にオレンジの自由化を焦点として 1977 年か
ら 1978 年にかけて行なわれた日米オレンジ交渉3に関するものである。もう一つは、
主に豚肉やオレンジジュースなどの自由化を焦点として 2002 年から 2004 年にかけて
3日本・メキシコ間で行なわれた日墨 FTA 交渉に関するものである4。これら二つの二
国間交渉をめぐる日本国内の政策過程を追跡し、事例間比較することにより、上記二
つの仮説を検証する。さらに、中央省庁の政策形成スタイルに関する先行研究を基に、
本稿で検証された独立変数が、政策過程において各省庁の行動にいかなる影響を与え
たか、そのメカニズムの解釈を示す。最後に第四節で、得られた知見を要約し、今後
の研究課題を述べる。
本稿は、次のような点で通商政策の政策過程研究に貢献すると考える。第一に、Davis
の「リンケージ仮説」に対抗仮説を設け再検証することにより、リンケージ仮説が支
持されれば、イシュー・リンケージの効果の重要性が改めて立証されることとなり、
官邸主導仮説が支持されれば通商政策過程の帰結に重要な影響を与える新たな変数を
明らかにすることとなる。第二に、上記検証により影響力の大きさが支持された独立
変数と従属変数の間の因果関係メカニズムに関し具体的説明を行うことにより、先行
研究への知見の付加がなされる。また、実務の側面からも、現在進行している日本の
FTA 政策に対し、いかなる要因が影響を与えるかということ明らかにする点は、今後
の通商戦略に貢献すると考える。
２ 分析枠組み
2.1. 政策過程分析のモデル
本稿では日本における通商政策の決定過程を分析するわけであるが、その過程に関
与するアクターを分析対象とするにあたり、Allison（1971）によれば少なくとも三つ
の分析モデルを考えることができる5。
第一は、アクターをナショナルレベルで捉える合理モデルである。このモデルを採
用する場合、交渉当事者国である一つの政府を一人のアクターとみなし分析を進める
ことになる。第二は、政府の下位組織、日本で言えば各省庁を一人のアクターとして
捉える組織過程モデルであり、第三は、政府や与党の首脳、各省庁の幹部といった一
部特定の政策決定者を個々のアクターとして捉える組織内政治モデルである。
本稿は以下の理由から、第二の組織過程モデルを採用する。まず、通商政策をめぐ
っては、国内における利益関係が重要な意味を持つ。例えば、日本では、自動車や電
気機器等の国際競争力を有する産業は貿易障壁の緩和を支持する傾向があるのに対し、
4農業や漁業といった第一次産業のような国際競争力を有しない産業は貿易障壁の緩和
に反対する傾向にある。つまり通商政策の決定には、国内の産業間における利益対立
の調整が必要であり、その調整結果が政策の内容に大きく関係することとなる。
では、その調整は誰によってなされるのか。各産業の利益を担う業界団体や政党は、
利益追求のため関係省庁に働きかける。村松（1994）の表現を用いれば、「社会の諸
利益が行政を通じて利益を追求する行動に出ること」は「行政を動かす基本のダイナ
ミズム」となる6。つまり、異なる利益の調整は行政において、各省庁によりなされる
のである。省庁側にしても、業界団体や政党との関係は重要な意味を持つ。Simon, et
al.（1962）によれば、行政組織と利益集団はインタレストを共有する一心同体の関係
とされており、行政組織の施策に対する利益集団の支持は当該組織の存続に影響を与
える関係となる7。日本の省庁についても上記の意味で社会的に開かれており、各省庁
と関連する利益集団との間には密接な関係が構築されている8。ただし、日本の省庁に
は関連する利益集団から独立の立場をとろうとする傾向があることにも留意する必要
があるだろう9。
また、日本の行政は分担管理原則を採用している。Selznick（1949）は、官僚制組
織が分業により下位組織に分化することで、その各下位組織は独自の行動原理を有す
るようになることを指摘しており10、これに従えば、分担管理原則を採用している日
本の行政つまり日本政府は、一枚岩的な存在ではなく、それぞれの省庁（下位組織）
が自律的な政治的アクターとして行動する傾向が強いと考えられよう。そのために、
省庁間において、しばしば対立が生じうることとなる11。所謂、省庁間セクショナリ
ズムである。
話を通商政策に戻せば、その政策過程は各利益団体に関係するそれぞれの省庁によ
る利益対立の調整過程となる。交渉品目に農業品目が含まれている場合、農林水産省
が政策決定に関与するアクターであり、工業品目が含まれていれば経済産業省が主要
アクターとして登場する。加えて、対外経済交渉を所管する外務省も政策決定に関与
することとなる。つまり、通商政策の政策過程を分析する上では、関係省庁ごとの意
思決定を観察・分析し、通商政策を関係省庁の利益調整の結果として位置付けること
が求められるといえよう。故に、政府を一枚岩として捉える合理モデルを本分析で用
いることは妥当でない。
5では組織内政治モデルは本分析に適当だろうか。組織内政治モデルは、「もともと
政府の対外政策決定が官僚制機構の拘束を強く受けることへの認識から出発したもの
であるから、プレーヤー間で演じられる交渉ゲームというのも、政治過程一般のそれ
ではなく、官僚制の組織空間で織りなされる政治力学が中心」12となる。また、組織
内政治モデルの分析対象となる特定の政策決定者の意思決定は、所属する組織の利益
を大きく反映させたものと位置づけられているため、本分析に適当であるようにもみ
える。
しかし、組織内政治モデルは、政策決定者の「組織上の地位」を重視しようとしな
がらも、行政組織間の関係性といった行政官僚制の組織特性を十分にとらえていない
との指摘がある13。前述したように、通商政策の決定内容は省庁間の調整過程の結果
である。その調整過程が省庁間の関係性を反映することを考慮すれば、組織内政治モ
デルよりも組織過程モデルを採用することが妥当であると考えられる。以上のことか
ら、本稿は組織過程モデルを後述の事例分析において採用し、その分析対象のユニッ
トを省庁単位とする。
分析対象のユニットを省庁単位とすることは、日本の政府内において最も激しい組
織間対立が省庁間の対立であること14、また日本の省庁の場合、仮に省庁内において
原局と国際担当部局の間に対立が生じたとしても、省庁間の調整の場面においてはい
ずれか一方の利益を重視する形で一体的に行動する傾向があること15、の二点に依拠
する。
2.2. 交渉構造の制度
次に、本稿の仮説を導出する前提作業として、通商政策過程の帰結に影響を与える
要因を指摘する先行研究を検討したい。本稿は交渉当事者国内の政策過程に焦点をあ
てるため、国内の政策過程に関与するアクターに対し影響力を持つ要因に関心を置く
こととする。
その上での先行研究は、大きく二つに分類することができよう。第一に、交渉規則
といった交渉構造の制度が政策過程の帰結に影響を与えると指摘する研究である。第
二に、交渉当事者国の政府内の調整システムが影響を与えると指摘する研究である。
まず前者の交渉構造の制度に関し検討を行い、その後、政府内の調整システムに関す
る検討を行う。
6Martin and Simmons（2001）が、「制度は国家の選択の対象であるとともに、国
家に選択をさせる」16ものであると指摘するように、制度はアクターの行動を制約す
る。
真渕（1994）は、この制度によるアクターの行動の制約を、「参加の制約」と「行
動選択の制約」の二つに分け説明している17。「参加の制約」とは、制度により政策
形成に関与するアクタ （ー政策形成の場への参加者）が限定されるということを指し、
「行動選択の制約」とは、制度によりアクター自身の利益に対する認識が規定され、
アクターが自己利益を再定義すること及びその利益を実現するための行動を再選択す
ることを指す。本稿における制度も、上記のような二つの機能をもつ概念として捉え
ることとしたい。
交渉構造の制度が影響を及ぼすのはナショナルレベルのアクターに限らない。特定
のアクターや政策に有利に働くと指摘する研究がある18。本稿は、その中でもイシュ
ー・リンケージが農業品目の自由化を引き出すという Davis（2004）の研究に着目す
る。Davis は、イシュー・リンケージを「交渉が合意に達するように多様なイシュー
を取り上げ、利害のバランスを調整するという一般的な交渉戦略」19と定義する。具
体的には、複数の異なる部門の交渉を結びつけることで、それらの同時解決を狙う戦
略である。
Davis は、制度化されたイシュー・リンケージを用いることにより、一般的に自由
化が困難と考えられる農業部門の自由化も引き出すことが可能となると主張する20。
イシュー・リンケージが制度化された交渉においては、どの部門の自由化も全ての部
門が合意されなければ実現しないこととなるため、各省庁や利益集団が自分たちの関
係する部門の交渉だけでなく全ての部門の交渉に注目するインセンティブを有するよ
うになる。これにより、所管が異なる省庁間の競合と各部門の利益集団によるロビー
活動が活発化し、交渉の意思決定に対する農業関連の省庁や利益集団の影響力が相殺
され、農業部門の自由化が促進するというものである21。
以上に基づき、Davis は、次のようなリンケージ仮説を設定し、実証分析を行って
いる。「複数部門間のリンケージが制度化されればされるほど、交渉は農業貿易の障
壁を自由化しやすくなる」22。リンケージの制度化とは、「個別の妥協を許さないよ
うなアプローチによって、多数の部門についての取引を結び付け、結果として単一の
協定に調印することになるように交渉を進めることが明示的に決められている」23こ
7とを意味する。つまり、イシュー・リンケージは、それを明示化し強制力を持たせな
ければ、自由化に対し十分に貢献しないこととなる。
Davis は、データを用いた回帰分析と、ウルグアイラウンド及び APEC クアランプ
ールの事例分析の結果から、第一に、イシュー・リンケージは自由化を大きく促進さ
せ、かつその効果は、米国の強い脅し、自民党の強さ、予算の伸び率などの別の独立
変数に比べても重大なものであること、第二に、リンケージの制度化が弱い場合に比
べ、リンケージの制度化が強い場合のほうが大きな自由化をもたらすこと、を結論と
して導き出している24。
以上の Davis の研究の検討から得られることは、以下の二点に集約できる。第一点
は、イシュー・リンケージの制度化が政策過程の帰結に与える影響は大きいと考えら
れるものの、イシュー・リンケージの影響により農業部門以外のアクターの活動が活
発化し、その結果として農業関連の省庁が自由化を決定するに至るまでの具体的な経
緯が不明であるということである。つまり、イシュー・リンケージの制度化という独
立変数と農業部門の自由化という従属変数の間に因果関係が存在することは認められ
るものの、その因果関係のメカニズム部分に対する説明が不十分であるといえる。
第二点は、イシュー・リンケージの他に政策過程の帰結に大きな影響を与える独立
変数がないかということである。前述したように Davis は、米国の強い脅し、自民党
の強さ、予算の伸び率などの独立変数が、イシュー・リンケージの代替変数になりえ
ないか分析を加えているものの、その他に見落としている変数はないだろうか。
この第二点については、次にみる政府内の調整システムについての先行研究におい
て検討する。
2.3. 官邸による総合調整
通商政策の政策過程が、各利益団体に関係するそれぞれの省庁による利益対立の調
整過程であることは既に述べた。先行研究の第二の分類は、交渉当事者国の政府内の
調整システム、つまり調整を行うにあたっての体制や権限が、政策過程の帰結に影響
を与えると指摘する研究である。
金（2012）は、韓国においては主に大統領制と外務省通商交渉本部の設置が FTA
政策の推進に重要な影響を与えており、日本においては主に小泉首相のリーダーシッ
プと官邸の機能強化が同政策の推進に重要な影響を与えたと指摘する25。ここでいう
8小泉首相のリーダーシップとは、「小泉首相の政治的介入と影響力」26を指す。また、
日本の通商政策過程において国内の調整体制や官邸の機能及び戦略が、政策過程の帰
結に影響を与えると主張する研究は少なくない27。
加えて、2004 年に日本経団連が、FTA 推進のため内閣に経済連携戦略本部を設置
するよう提言を行ったことは、日本の通商政策過程において官邸主導の役割が重要で
あるとの認識に基づいたものであろう。
日本では、対外経済交渉にあたり、それぞれの交渉品目を所管する各省庁が所管部
門の交渉の全権を持ち28、それら省庁間の調整を外交の主務官庁である外務省が取り
まとめることとなっている。しかし、外務省による調整は水平次元での調整であり、
他省庁を統制する権限を外務省は有していないため、省庁間の対立が錯綜し十分に調
整ができない場合がある29。その場合、外務省で調整が困難な案件は、内閣官房つま
り官邸の総合調整によって解決が試みられる。すなわち、「省庁だけに任せていては
進捗が見込めなかった政策課題が、社会的に問題視されて内閣として取り組まざるを
得なくなった」30もの、「政治判断が必要な」31ものが、案件として外務省から官邸に
持ち込まれるのである。
牧原（2009）は、上記のような、調整の調整といった重層的な合意形成こそが、戦
後日本行政の調整活動の特徴であると指摘し、「重層的に進展した調整活動が、階統
制の最上位に持ちこまれたときに、政治的判断により決せられる」32とする。
以上のことから、官邸の総合調整により全ての対立が克服されるわけではないもの
の33、通商交渉政策過程への官邸の介入は、省庁間の対立を解決し交渉を進める一定
の役割を果たすものと考えられる。つまり、農業部門が交渉品目に含まれた対外経済
交渉において、農水省が農業品目の自由化に反対し国内調整が難航した場合でも、官
邸の総合調整により農水省から自由化の決定を引き出すことが可能となるのではない
か。
本稿は、この官邸による総合調整が、先に検討したイシュー・リンケージの代替変
数になりえないか検証することとする。
2.4. アプローチ方法と本稿の仮説
本稿は、農業品目を含めた対外経済交渉をめぐる日本国内の調整過程を二事例分析
し、それらを事例間比較することにより、先に検討したイシュー・リンケージと官邸
9による総合調整の効果を評価したい。本事例間比較における従属変数と独立変数は、
次のように設定する。
従属変数：通商政策の自由化
従属変数は通商政策の内容とし、具体的には農業品目の自由化を尺度とする。自由
化の度合いの分類は、Davis（2004）に依拠し、「現状維持あるいはごくわずかな変
化」を「自由化なし」、「数量割り当ての規模や範囲の部分的変更、検査基準の利用
の修正、補助金水準の引き下げ」を「小さな自由化」、数量割り当ての関税化、健康・
検疫尺度の変更、関税や補助金の大きな引き下げをともなう関税の変化」の三段階と
する34。
独立変数 1：イシュー・リンケージの制度化
一つ目の独立変数は、Davis の主張するイシュ ・ーリンケージの制度化である。Davis
は、二国間交渉と多国間交渉である WTO ラウンドのリンケージ強度が異なることを
前提にリンケージ強度の尺度を設定しているが35、本稿はどちらも二国間交渉に関す
る事例を比較分析するため、上記尺度を修正し、イシュー・リンケージが制度化され
ていない交渉、または単一部門の交渉を「制度化なし」、イシュー・リンケージが制
度化された交渉を「制度化あり」とする。
独立変数 2：官邸主導
二つ目の独立変数は、官邸による総合調整である。ただし、官邸の総合調整は全て
の通商政策過程において、その影響力が自動的に行使されるものではなく、あくまで
も官邸が政策過程に介入するという手続きが必要となる。よって本稿は、官邸主導に
より通商政策過程が進められているか否かを尺度し、尺度の分類を「官邸主導である」、
「官邸主導でない」とする。
なお、ここでいう「官邸主導」は、信田（2004）の「官邸外交」36の定義に若干の
修正を加え、「外務省では対応できない政治判断と総合調整を官邸が行なうこと」と
定義する。また、信田は、広義の「官邸」を首相も含めた内閣官房と定義しているが37、
本稿は、対外経済を担当する無任所大臣が設置されている場合、当該大臣も官邸の定
義に含めるものとしたい38。対外経済を担当する無任所大臣は特定の省庁に所属する
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わけではないため、その行動は官邸の利益を反映したものと位置づけることができる
からである。
以上の従属変数と独立変数を設定し、差異法（Method of Difference）による事例間
比較を行う。差異法とは、「ある現象が起こった事例と起こらなかった事例とを比較
して、その現象が起こる現象をつきとめようとする方法」39である。よって、従属変
数である通商政策の自由化の度合いに差異を観察できる二事例を比較する。第一の事
例は「小さな自由化」が起きた日米オレンジ交渉をめぐっての政策過程、第二の事例
は「大きな自由化」が起きた日墨 FTA 交渉をめぐっての政策過程である。これらの事
例を比較することにより、次の仮説の検証を試みる。
仮説 A：リンケージ仮説
「複数部門間のリンケージの制度化があれば、農業品目貿易の自由化が実現しやすく
なる」
仮説 B：官邸主導仮説
「国内の調整過程が官邸主導であれば、農業品目貿易の自由化が実現しやすくなる」
仮に、日米オレンジ交渉と日墨 FTA 交渉の間に、官邸主導の点に関し差がなかった
ものの、リンケージの制度化の点に差があったことが明らかとなれば、リンケージ仮
説が改めて支持されることとなる。一方、双方の事例間において、リンケージの制度
化の点に関し差がなかったものの、官邸主導の点に差があった場合、官邸主導仮説が
支持されることとなる。
さらに本稿は、以上の作業後、その検証により影響力の大きさが支持された独立変
数と従属変数の間の因果関係メカニズム部分に対し説明を試みる。事例間比較によっ
て、仮にイシュー・リンケージの影響力が支持されたとしても、前述したとおり、イ
シュー・リンケージが国内の政策過程にどのような影響を与え、その結果として農水
省が農業品目の自由化を選択したのか、その具体的な経緯までは明らかとならない。
これは、官邸主導仮説が支持された場合においても同様である。本稿は、曽我（2006・
2008）40による各省庁の政策形成スタイルの先行研究を基に、農水省が自由化を決定
したに至るメカニズムに解釈を示す。
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３ 事例分析による検証
本節では、前節で導出した仮説を検証するために、まず二つの事例の過程を追う。
なお、前節で述べたとおり、本事例分析においては組織過程モデルを採用するため、
名前の挙がる特定の政策決定者の行動は、全て当該人物の所属する組織の行動として
捉える。
3.1． 事例 1：日米オレンジ交渉
日米オレンジ交渉の経緯と同交渉をめぐる国内調整の過程については、草野（1983）
41が詳しい。以下、草野に依拠しつつ事例の追跡を行うこととする。
オレンジ自由化をめぐる日米交渉は、1977 年 9 月から 78 年にかけて行なわれた。
この交渉はアメリカのオレンジ輸入拡大要求によりはじまったものである。その背景
には、次のような点が存在するといわれる。
第一に、日本の農業品目の自由化が他の先進諸国と比較しはるかに遅れていた事実
に加え、日本の輸入制限の理由が不明確であったことである。例えば、同じ柑きつ類
であっても、レモン等が自由化されていたのに対し、オレンジを規制している理由が
不明であるとの批判がなされていた。第二に、アメリカの二国間交渉を通じての農業
市場拡大戦略である42。
1977 年 9 月におけるアメリカからの農業品目の輸入拡大要求を受けた後、日本政府
内では外務省のみが、農水省に対しアメリカへの大幅譲歩を主張した。しかし、外務
省の姿勢に対し、農水省は消極的姿勢を堅持したため、両省による省庁間調整は当初
より難航することなる43。アメリカ側は、日本側に対し同年 12 月中旬までに回答案を
提示するよう求めてきた44。
日本国内の利益集団ついては、同年 10 月に、全国農業協同組合中央会、同連合会、
日本園芸農業協同組合連合会等が、輸入枠の拡大や関税引き下げ反対運動、官邸・各
省庁・自民党農水族に対する申し入れを行っている。また、自民党農水族も、12 月 2
日に、自民党農林部会、総合農政調査会を開催し、自由化及び輸入枠拡大に対して反
対の表明をしている45。
上記のような利益集団によるロビー活動がなされたものの、同年 11 月末の内閣改造
により福田赳夫首相は、問題となっていた日米経済摩擦の問題と、翌年からの東京ラ
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ウンドに備えることも含め、対外経済担当大臣を設置し通商政策に関する省庁間の調
整にあたらせた46。つまり、日米オレンジ交渉に関する国内調整は、かなり早い段階
で官邸主導の体制がとられていたことになる。なお、この対外経済担当大臣には外務
省 OB の牛場信彦が起用されている。
官邸主導により日本側は、オレンジに関し、輸入枠を 1000 トンから 2000 トンへ拡
大する旨の回答案を決定し、同年 12 月 12 日から 3 日間にわたりワシントンで開始さ
れた会談に臨んだ。しかし、アメリカ側は日本の回答に満足せず、日米間の折衝は年
を越すこととなったのである。この間、各省庁事務レベルにおいて、アメリカ側の要
求をどの程度受容できるか検討を進められている47。
また、同年 12 月 22 日には、アメリカの駐日公使を通じて、オレンジに関する詳細
な要求が日本側に伝えられた。その内容は、オレンジの輸入枠拡大の主張に代えて、
ミカンの出回らない時期におけるオレンジの自由化（季節自由化）を求めるものであ
った48。
この要求に対し、牛場対外経済担当大臣は、外務省、大蔵省、農水省、通産省それ
ぞれから出向した 10 名ほどのスタッフを使い、「対米譲歩積極派の立場から農水省事
務レベルを説得し、季節自由化は引き出せなかったものの輸入枠拡大を了承させるこ
とに成功」させている49。
その結果、1978 年 1 月 12、13 日にわたり開催された日米交渉において、オレンジ
の輸入枠を 45000 トンとすることで、両国間での合意に達したのである50。
以上を総括すると、日米オレンジ交渉をめぐる日本国内の調整過程は次のようなも
のとなろう。まず、日本は早い段階で官邸主導の体制を整え、その国内における政策
過程は官邸主導のもと進められた。官邸主導により、外務省と農水省における省庁間
の対立を解消したものの、季節自由化の決定は困難であり、最終的な意思決定内容は、
オレンジの輸入枠拡大にとどまることとなった、というものである。
3.2． 事例 2：日墨 FTA 交渉
次に、日墨 FTA に関する事例の追跡を行う。以下、主に新聞記事とインタビューを
基に記述する。
FTA とは、「物品の関税及びその他の制限的通称規則やサービス貿易の障壁等の撤
廃を内容とする GATT24 条及び GATS（サービス貿易に関する一般協定）第 5 条にて
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定義される協定」51であり、二国間あるいは複数国間において、関税や貿易を規制す
るその他の措置を撤廃する取り決めを指す。
日本政府内において FTA が積極的に検討され始めたのは 1998 年末と言われており
52、それまで、日本政府は WTO 体制での多国間交渉を強く支持していた。つまり、
FTA の推進は、日本の通商政策上、政策転換として位置づけられる。
通常、日本の FTA 交渉では、実体交渉に先立ち、政府間における予備的な協議と、
産官学共同による研究会を、相手国と共に開催する。その過程において、交渉開始が
望ましいと判断され、交渉開始の正式な合意がなされた後、外務省・農水省・経産省・
財務省を中心とした交渉団による実体交渉がなされることになる53。
日墨FTAの場合、2001年 6月に産官学共同研究会の開催が両国首脳間で合意され54、
同年 9 月より同研究会が開始し55、翌 2002 年 7 月に同研究会による報告書が両政府に
提出された。そして、報告書を受けた両政府が、その内容に合意し、交渉団による実
体交渉が開始されたのが、同年 11 月である56。
では、そもそも日墨 FTA の交渉が開始されるに至った背景として、日本政府とメキ
シコ政府は、それぞれどのような関心を有していたのであろうか。
まず日本政府は、日本経団連等の利益団体より、日墨 FTA 締結への圧力を受けてい
た。日本経団連は、2000 年以降毎年、日本メキシコ経済協議会と、日墨 FTA 締結を
要望する共同声明を出している。また、日本経団連は、2000 年 7 月、同年 10 月、2001
年 6 月にも、FTA 推進を要望する意見書を出し日本政府に対して圧力をかけていた57。
日本経団連等の利益団体が、メキシコとの FTA に対し強い関心を有していた理由は、
工業製品の輸出における損失である。メキシコは、1994 年から、北米自由貿易協定
（NAFTA）の構成国となり、2000 年には EU との FTA を発効するなど、各国との
FTA ネットワークを有する「FTA 大国」であった58。そのため、メキシコとの FTA
を締結していない日本は、先進諸国の中でメキシコ市場において特恵的待遇を受ける
ことができない数少ない国となり、日本からメキシコへの輸出製品には平均 16%の関
税がかけられた。日本にとってメキシコは、対米向けの重要な生産拠点であり、メキ
シコが NAFTA を締結した 1994 年から 1999 年にかけて日本は、1 兆 6000 億円相当
の輸出を失ったとの試算がなされている59。故に、経済界にとって、メキシコとの FTA
締結は、喫緊の課題として認識されていたのである。つまり、日墨 FTA 交渉にあたり、
日本政府の関心は、自動車や鉄鋼などの工業製品の関税撤廃に関心があった。
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一方のメキシコ政府の関心は、豚肉をはじめとする農産物の関税撤廃にあった。メ
キシコ農業は、NAFTA 締結により、アメリカから農産物が流入したことで、競争力
が低下していたのである。そのため、メキシコ政府は、対日輸出の 1 割強を占めてい
た豚肉をはじめとする農産物の関税撤廃を、交渉妥結の要として位置づけていた。こ
れに対し、日本政府は、実体交渉開始前より、農家および自民党農水族からの圧力を
受けており、特に豚肉については、FTA の対象から除外するよう凄まじい抵抗を受け
ていた60。
以上のように、日本政府は、日墨 FTA 交渉を開始、また交渉を進展するにあたり、
日本経団連等の経済団体を中心とする利益団体と、農家を中心とする利益団体および
自民党農水族から、強い圧力を受けていたことになる。
日墨 FTA 交渉は、2002 年 11 月より開始され、2003 年 2 月、同年 5 月、同年 8 月
と回数を重ねたが、当初より、メキシコ政府が、日本の全農産品に対する輸入関税の
撤廃を主張するのに対し、農水省は豚肉などを対象に例外品目を設けるよう主張する
という膠着状態が続いた。8 月時の首席代表レベル会合においても、メキシコ大統領
の訪日が予定されている同年 10 月時の交渉合意を目標とすることは確認されたもの
の、農産品をめぐる妥協点が浮かび上がるに至っていなかったのである61。
この間、農水省は、メキシコに示す関税撤廃品目案から、豚肉などの国内農家に打
撃の大きい農産品を例外扱いにすることを正式に決定し、関税撤廃品目案を野菜や果
物などの約 300 品目に限定している62。しかし、農水省が作成した関税撤廃品目案に
対し、メキシコは、豚肉などの食肉が関税撤廃品目に含まれていない同案に厳しい姿
勢を示し、無税枠の設定による豚肉などの市場開放を要求してきた63。
このような状況に対し、農水省は、同年 10 月 13 日から東京にて開始された閣僚会
合において、豚肉の低関税枠の設定という妥協案をメキシコに提示する。だが、メキ
シコは、あくまで無税枠を前提とした要求を行い、さらに、オレンジ果汁の無税枠を
新たに要求してきた64。これに対し、農水省が同要求に応じられないとしたことから、
10 月時の交渉は決裂し、合意は先送りとなった65。
ここにおいて、外務省と経産省、農水省との間に対立が生じる。なぜなら、日本の
FTA 交渉は、FTA 交渉においての合意を全交渉部門一括して行う「一括受託方式」
（Single Undertaking）という交渉規則を採用していたために、農業部門の交渉の停
滞が全ての部門の交渉合意を先送りすることになったからである。一括受託方式を採
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用しても、除外品目を設けることは可能であり、その拘束性は二国間の態度に左右さ
れるものとなるが、メキシコは徹底して焦点となる豚肉などの農業品目の除外を認め
なかった。これにより、異なる産業を所管する経産省と農水省の利害が対立し、調整
担当の外務省と農水省との間でも摩擦が生じはじめたのである。
このような事態を受け、官邸は、日墨 FTA 交渉を官邸主導で進める方針を決定し、
谷内正太郎内閣官房副長官補に、各省間の調整と事態の収拾を指示した。まず、同年
11 月 23 日に、谷内副長官補をメキシコに派遣し、具体的な交渉日程の調整や、情報
収集にあたらせている。また、谷内内閣官房副長官補は、木下寛之農林水産審議官と
当該交渉の妥結点について協議を行っている66。
また、自民党内における議論も、一括受託方式の影響を受け、従来とは異なり、産
業部門ごとに部会で議論するのではなく、FTA 特命委員会により意見の調整がなされ
ることとなった。同委員会において、党としての意見を集約するため、FTA 推進に向
けた基本方針が決定されている67。
上記のような官邸主導の後、2004 年 1 月時の東京における交渉において両国間の次
官級協議がなされた後、同年 3 月、次のような内容で日墨 FTA が両国間で合意される
に至った68。その合意における焦点品目の内容は、豚肉の関税割当量を 38000 トンか
ら 80000 トンに拡大すると同時に従価税を 4.3%から 2.2％に半減。オレンジ果汁の関
税割当を 4000 トンから 6500 トンに拡大すると同時に、関税を 25.5％から 12.8％に
半減するというものである。
以上を総括すると、日墨 FTA 交渉をめぐる日本国内の調整過程は次のようなものと
なろう。一括受託方式を採用していたことと、メキシコが焦点となる農業品目の除外
を許さなかったために、日本は合意予定の段階において、農業品目を主な原因とし合
意先送りの事態に直面した。それにより省庁間において対立が生じたものの、官邸主
導の体制を整え、その後官邸の総合調整を経、焦点となっていた豚肉とオレンジの関
税割当量の拡大と関税の引き下げという意思決定がなされた、というものである。
3.3． 分析結果
以上二つの事例を整理すると以下のように集約できる。まず、日米オレンジ交渉を
めぐる日本国内の調整過程において、日本は早い段階で官邸主導の体制を整えている。
ただし、農業品目とその他の産業品目を結び付ける形で、交渉は進められなかったた
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めに、リンケージの制度化はなされていない。その結果は、輸入枠の拡大という「小
さな自由化」であった。
一方の日墨 FTA 交渉をめぐる日本国内の調整過程においても、交渉の後半に場面よ
り官邸主導による国内調整が進められている。日米オレンジ交渉との差異は、一括受
託方式が交渉当事者を拘束するまでに徹底されていたことである。つまり、同事例に
おいては、イシュー・リンケージの制度化がなされていた。その結果は、関税割当量
の拡大に加え関税の引き下げも伴う「大きな自由化」であった。
以上を、従属変数と独立変数として整理したものが下の表 1 である。
表 1 : 従属変数と独立変数の対応
（出所：筆者作成）
これにより、双方の事例は、官邸主導の点では差がなかったものの、リンケージの制
度化について差があったことが明らかとなった。よって、リンケージ仮説が支持され
ることとなる。この結果は、少なくとも、官邸主導という要因よりイシュー・リンケ
ージという要因のほうが、自由化の可能性を高めることを示している。
上記の結果については、次のような反論が予想される。本稿の分析においては、官
邸主導であるか否かを独立変数として設定しているが、2001 年に官邸機能が強化され
たことを鑑み、独立変数とすべきは官邸機能の差ではないのかという指摘である。独
立変数をそのように設定すれば、官邸機能の差が 2001 年より前の交渉と 2001 年以後
の交渉の結果の異なる帰結を説明できるようにみえるけれども、前節で述べたとおり、
全ての通商政策過程において必ず官邸の総合調整が行なわれるわけではない。例えば、
日本・シンガポール間で行なわれた日星 FTA 交渉において、官邸は政策過程にほとん
ど関与していない69。
官邸機能が強化されたといえど、その機能を利用した政治的介入、つまり官邸主導
がなされなければ、強化された機能が通商政策過程において効果を発揮することはな
従属変数 独立変数1 独立変数2
日米オレンジ交渉 小さな自由化 制度化なし 官邸主導である
日墨FTA交渉 大きな自由化 制度化あり 官邸主導である
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いのである。この点については、小泉政権以後の安部、福田、麻生政権において官邸
機能がその効果を十分に発揮していないことからも明らかであろう。
また、本検証結果については、改めて次の点に注意すべきである。日墨 FTA 交渉の
イシュー・リンケージが制度化されたものであった点は、メキシコ側が農業品目の自
由化に関し日本側の妥協を許さず、日本が実質的な自由化案を提示しなければ合意し
ないとの態度を明確に示したことに依拠する。日本の FTA は包括的交渉であり一括受
託方式を採用しているものの、「FTA は二国間協定であるために、交渉範囲が弾力的
に調整できる」70ことから、多くの農業品目が交渉から除外される傾向にある。
日墨 FTA 以外の日本の FTA をみても、イシュー・リンケージの制度化が不十分で
あったために、自由化が実現していないものが確認される。例えば、日星 FTA 交渉の
場合、交渉事前段階においてシンガポール側が日本側の農業品目の関税削減に対する
消極的立場に理解を表明する旨明示がなされた71。これにより、交渉時においてシン
ガポール側から農業品目を「もう少し出してほしい」との要請があったにも関わらず72、
その交渉結果は、日本側が実効上関税ゼロであった木材や紙巻たばこなどのようにも
のを無税譲許としたに止まり、「実態としては変化がない」73ものとなっている。
つまり、FTA 交渉においてイシュー・リンケージの効果を得るには、一括受託方式
を採用するだけでなく、同方式に拘束力をもたせるなどイシュー・リンケージを制度
化する必要があるということである。
3.4． メカニズムの説明
以上の検証作業により、イシュー・リンケージが国内の政策過程に与える影響の大
きさが明らかとなった。しかし、繰り返し主張するとおり、イシュー・リンケージの
制度化と通商政策の自由化の間に強い因果関係があることは判明したものの、同作業
のみでは、イシュー・リンケージの影響の結果として農水省が農業品目の自由化を決
定したに至るまでの経緯は明らかとなっていない。
この点について、Davis（2004）は、「リンケージがあると交渉にかかる利害を高
め、輸出産業が農業保護に反対してますますロビー活動を行うようになったり、農業
政策コミュニティ外部の官僚や政治家がより大きな役割を果たすようになる」74と説
明する。しかし、農業政策コミュニティ外部の官僚や政治家がより大きな役割を果た
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すようになるとは、具体的にどういうことか。彼等は農水省の意思決定にどのような
影響力を与えたのか。因果関係のメカニズムに関し、さらなる説明を行う必要がある。
そこで本稿は、各省庁の政策形成スタイルに関する先行研究を基に、日墨 FTA の事
例において、イシュー・リンケージの効果が農水省の意思決定にいかなる影響を与え
たか説明を試みる。
まず、キャリア官僚や自民党議員の行動・認識を調査したサーベイデータに基づく
曽我（2006・2008）75の研究に着目する。曽我（2006）によると、農水省は他省庁と
比べ政治家との関係が深く、対して他省庁との接触が比較的少ない省庁として位置付
けられる76。
また、曽我（2008）では、農水省が他省庁と比較して、自省の政策形成に対する他
省庁からの影響力と自民党議員からの影響力が大きいものと認識していることが明ら
かとなっている77。曽我（2008）は、「他省庁の影響力は、他省庁と対立的だと認識
するほど強く感じる傾向」にあり、「自民党議員に対しては、彼らと協調的な関係を
築いていると考える官僚ほど、彼らは頼りになる（影響力を持つ）と考える傾向があ
る」との指摘を行っている78。実際、農水省が持つ他省庁との関係に対する認識は対
立的である傾向が読み取れ、自民党議員との関係に対しては協調的と認識しているこ
とが読み取れる79。また、自省と首相の関係について、農水省は対立的であるとの認
識を有していることがわかる80。
このような傾向は、通常、農水省が閉鎖的な農業政策コミュニティ内において政策
の意思決定を行っていることを示しているといえよう。しかし、イシュー・リンケー
ジが制度化されている場合、農水省は農業政策コミュ二ティ外のアクターの影響力を
受け意思決定を行うこととなる。この農業政策コミュ二ティ外のアクター、すなわち
他省庁からの影響力を農水省は対立的なものとして強く認識することは、先に確認し
たとおりである。つまり、農水省は平時こそ他省庁との接触が少ないものの、他省庁
からの干渉があった場合には、その影響を受けやすい傾向を有していると考えられる。
では、農水省に対し影響力を行使しうる省庁はどこか。FTA 交渉にあたっては、外
務省、経産省、農水省、財務省の四省が代表団の共同議長を務めることから、次に、
外務省、経産省、財務省が農水省の意思決定にいかなる影響を与えるのか、あるいは
与えないのか検討を行う。
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財務省は、前身である大蔵省時代より、「農業政策の重要施策について、従来かか
わることの多かった省庁」81である。しかし、それは農業政策の重要施策が予算との
関連で問題となるからであり、FTA 政策をめぐっては、「予算問題が核心的な争点に
ならないと省庁間の葛藤に対しては中立的な立場を維持」82している。よって、財務
省が農水省の意思決定に対し大きな影響力を与えた可能性は少なく、またその事実は
前述した日墨 FTA 交渉の事例追跡でも認められない。
外務省は、農業費目の自由化に対する国内の反対を考慮し、通商政策過程において
農水省の立場に理解を示すことがあるものの83、日墨 FTA 交渉時においては、WTO
の会合が不調であった背景もあり、FTA 政策の推進に積極的であったといえる。また、
包括的交渉により複数の省庁が交渉に関係してくるため、対外経済に関する自国での
地位を維持するためにも、外務省には FTA の推進またそれに係る国内調整においてリ
ーダーリップを発揮するインセンティブが発生していたと捉えることができよう。な
お、曽我（2006・2008）に関しては、外務省に対する言及はない。
経産省は、日本において WTO を通じた多国間交渉支持から FTA 政策推進を最初に
検討し、いち早く政策転換を行った省庁であるため84、外務省同様、FTA 推進に対し
積極的である。また同時に、「FTA による経済的な効果を優先的に考慮する」傾向か
ら85、経産省が日墨 FTA 交渉において、工業製品の輸出貿易に関する障壁改善という
目標の実現に対し、強いインセンティブを有していたことは間違いない。曽我（2006・
2008）によれば、経産省は他と比べ他省庁への接触が多く、他省庁との関係を対立的
と認識する傾向にある。しかし、経産省自身は他省庁からの影響をそれほど強く認識
していないようである86。つまり、経産省は、「アイディアを武器に他の省庁と積極
的に調整を行うことで政策形成を行っている」のである87。また、経産省は農水省と
異なり、自省と首相の関係を協調的なものとして認識している88。
以上のことに合わせ、日米オレンジ交渉より日墨 FTA 交渉において大きな自由化が
実現したことを鑑みれば、経産省が農水省の意思決定に影響を与えた可能性が高い。
第一に、外務省は日米オレンジ交渉においても農水省と頻繁に接触しているアクタ
ーであり、イシュー・リンケージの効果によって農水省と外務省の関係に特段の変化
が生じたとは考えにくい。それに対し、経産省はイシュー・リンケージが制度化され
たことによりはじめて、農業品目の自由化の実現に対するインティブが発生している。
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第二に、経産省が、他省庁と積極的に調整を行うことで政策形成を行うのに対し、
農水省は、通常において他省庁と接触する頻度が少なく、かつ接触の際には比較的他
省庁からの影響力を受けやすいと認識している。つまり、経産省と農水省が接触し省
間調整がなされた場合、その調整内容は経産省のアイディアに比較的近いものになる
傾向があるのではないだろうか。また、経産省が農水省の意思決定に対し直接的に影
響を与えていない場合であっても、経産省が外務省や官邸に対し積極的に接触するこ
とで、間接的に農水省に影響を与えることは可能である。首相、すなわち官邸との関
係に対する二省の認識をみても、農水省が対立的と認識しているのに対し、経産省は
協調的と捉えている。
加えて、イシュー・リンケージの効果により、農水省が一般的に用いる政策形成ス
タイルは、十分に発揮されなかったといえる。上記曽我（2006・2008）の研究から、
農水省は通常、自民党農水族に接触し彼等の支持を得ることにより、政策に自省の意
思を反映させていたことが読み取れる。しかし、イシュー・リンケージにより自民党
内における農水族の影響力が減少したことで、農水省は十分な支持を得ることができ
ず、FTA 政策に自省の意思を十分に反映することが困難になったといえよう。。
以上の検討を集約し、本稿は、日墨 FTA 交渉の事例における独立変数（制度化され
たイシュー・リンケージ）と従属変数（農業品目の大きい自由化）の間には、次のよ
うな因果関係のメカニズムがあったと説明する。
制度化されたイシュー・リンケージの効果により、農水省と異なる利益を有する経
産省が政策過程に強く関与することになったと同時に、農水省の政策の出力となる自
民党農水族の影響力が減少した。その結果、農水族の支持を背景とする政策形成スタ
イルを農水省が十分に発揮できず、省庁間調整あるいは首相官邸への接触による政策
形成を得意とする経産省の影響力が通商政策過程において大きく反映され、官邸によ
る総合調整を通じ、農水省が自由化を決定した、という解釈である。
自由化の決定は、農水省の利益集団である農業関係者の利益に反するものであるも
のの、村松（1981）が、日本の省庁が「利益集団に対して、議員に対する場合と比較
すれば、独立の行動をとりうる」ことを指摘している点を考慮することで説明は可能
となる。
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４ 結論と含意
本稿では、通商政策過程に関する次の二点を明らかにすることを試みた。第一点は、
いかなる要素が、通商政策過程の帰結に影響を与えるのかという点である。本稿はこ
の問いに対し、先行研究から、制度化されたイシュー・リンケージと官邸主導の二要
素が、それぞれ通商政策の自由化に貢献するというリンケージ仮説と官邸主導仮説を
提示した。本稿は、日米オレンジ交渉と日墨 FTA 交渉についての国内調整の事例を差
異法により事例間比較することで二つの仮説の検証を行った。その結果は、リンケー
ジ仮説を支持するものである。この結果は、少なくとも、官邸主導という要因よりイ
シュ ・ーリンケージという要因のほうが、自由化の可能性を高めることを示している。
第二点は、上記の作業により支持された独立変数と従属変数である通商政策の自由
化の間に、いかなる因果関係のメカニズムが存在するのかという点である。本稿はこ
の問いに対し、各省庁の政策決定における傾向に着目することで、日墨 FTA について
の事例を対象に次のような解釈を示した。制度化されたイシュー・リンケージの効果
により、農水省と異なる利益を有する経産省が政策過程に強く関与することになった
と同時に、農水省の政策の出力となる自民党農水族の影響力が減少した。その結果、
農水族の支持を背景とする政策形成スタイルを農水省が十分に発揮できず、省庁間調
整あるいは首相官邸への接触による政策形成を得意とする経産省の影響力が通商政策
過程において大きく反映され、官邸による総合調整を通じ、農水省が自由化を決定し
た。
以上の知見を整理すれば、通商政策過程の帰結には、官邸主導のような垂直的な関
係に基づく総合調整ではなく、水平的な関係に基づく省庁間調整が重要な意味を持つ
といえるだろう。イシュー・リンケージは、異なる産業を所管する省庁間の競合を活
発化し、その競合の結果として政策の内容が決定づけられるのである。このことは、
通商政策においても、総合調整の前段階としての省庁間調整が重要であることを示唆
しており、牧原（2009）が、総合調整の機能条件として省庁間調整を指摘しているこ
とにも整合する89。
本稿は、日本の事例を用いて分析を行ったために、説明を試みたイシュー・リンケ
ージと通商政策の自由化を結ぶ因果関係のメカニズムは、一般化されたものではない。
ただし、他国における農業関連の省庁についても、日本の農水省に近い意思決定の傾
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向を確認することができれば、一般化も可能であると考える。また Davis（2004）に
よる日米欧を対象としたデータ分析がリンケージ仮説を支持していることを考慮すれ
ば90、他国も日本に近い傾向を有している可能性が高い。この点を検証することは今後
の研究課題とする。
また、日本の農水省と経産省の関係性が政策過程の帰結に影響を与えたように、い
かなる組み合わせの省庁間対立あるいは調整がより政策の帰結に影響力を有するのか、
あるいは、その組み合わせによって帰結にいかなる変化をもたらすのかといった問い
を設定し、類型化を試みることも今後の研究課題である。
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